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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件  名 足立区介護保険事業者支援施設使用者選定等委員会の選定結果について 

所管部課 福祉部高齢者施策推進室高齢福祉課 

内  容 

 足立区介護保険事業者支援施設である特別養護老人ホーム中央本町杉の

子園の使用承認期間が令和３年３月３１日までで終了するため、令和３年

４月１日以降の使用について使用者選定等委員会を開催し、以下のように

使用者を選定した。 

 

１ 対象施設の選定法人、主な業務内容 

対象施設 特別養護老人ホーム中央本町杉の子園 

選定法人 社会福祉法人 杉の子（理事長 金杉 紀明） 

業務内容 特別養護老人ホーム中央本町杉の子園 

及び高齢者在宅サービスセンター中央本町の運営 

 

２ 使用承認対象期間 

令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

 

３ 使用者選定等委員会開催日 

令和２年１２月１５日（火）１６時から１７時 

 

４ 使用者選定等委員会委員の構成（計６名） 

種別 氏名 推薦団体等 

学識経験者 

 

酒井 雅男【会長】 弁護士 

山中 崇 東京大学医学部 特任准教授 

畑井 舞 社会保険労務士 

区民関係団体 中川 美知子 足立区女性団体連合会 

区職員 中村 明慶【副会長】 福祉部長 

馬場 優子 衛生部長 

 

５ 選定評価内容 

（１）評価目的 

現在施設を運営している審査対象法人の業務を適切に検証し評価す 

ることにより、選定した法人が引き続き円滑な施設運営を遂行し、利 
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用者サービスを向上させることを目的とする。 

（２）評価方法 

事前に財務評価を行い、選定等委員会では選定シートにて委員による 

評価を実施した。なお、委員６名による各合計点の平均を選定等委員 

会の評価点とした。 

（３）選定基準 

選定シートは１００点満点（１項目５点、全２０項目）で、選定等 

委員会の評価点が６割を超えていれば選定とした。 

＜提出資料＞ 

1 申請書類 5 決算関係書類 

2 事前財務評価用書類 6 事業概要 

3 労働条件チェックシート 7 東京都福祉サービス第三者評価 

4 業務従事者一覧 8 東京都指導検査報告書等 

 

６ 事前財務評価結果 

  事前財務評価については、５段階評価で「企業の安全性」が５、「企

業の収益性」が２、「企業の経営効率」が２であり、総合評価はＣで 

あった。 

 

７ 選定評価項目および結果等 

（１００点満点/全２０項目・各項目５点満点） 

№ 具体的評価項目 平均点 № 具体的評価項目 平均点 

1 組織マネジメント 4.50 11 サービス向上 4.00 

2 財務状況 3.00 12 利用者調査 4.00 

3 経営理念 4.00 13 利用者ニーズ把握 4.17 

4 運営状況 4.67 14 事業計画の内容 4.00 

5 事業の企画内容 3.83 15 健康支援 3.83 

6 職員研修・教育 3.83 16 その他の支援 4.33 

7 衛生管理 4.00 17 トラブル・苦情対応 3.67 

8 事故対応 3.83 18 職員の健康管理 4.17 

9 危機管理・防災 4.00 19 地域との連携 4.33 

10 個人情報保護 4.17 20 指導検査 3.50 

    合計評価点 79.83 

 

８ 委員会での主な質問と法人回答 

（１）職員の定着率について 

   現在介護業界一般の離職率は１６％だが、当該法人では介護職員の
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離職率は４．３％となっている。他の施設よりも有給休暇が多く取り

やすいため、定着率がよいと思われる。今後もワークライフバランス

に力を入れていきたい。 

（２）感染症対策について 

   マニュアルを整備し、看護師を中心に毎日の体調を健康チェックシ

ートで管理している。利用者家族の面接はなかなかできないが、担当

者が家族に手紙などで様子を知らせる方法で対応している。 

（３）看取りについて 

   施設での看取りは家族が希望すれば、医師と連携して行っている。

医療的部分での調整が難しいが、今後も進めていきたい。 

（４）介護職員の負担軽減について 

   入浴での介護職員の腰痛の負担軽減として、ストレッチャーのリフ

トを使っている。また、今年度区の協力を得てナースコールに見守り

カメラをつけてもらった。利用者はなかなかナースコールを押すのも

難しく、見守りセンサーも入れたことで職員の負担軽減が図られ、大

いに役立っている。 

 

９ 選定結果の公表 

厚生委員会終了後、区ホームページで公表する。 

 

 

（ 

問題点・ 

今後の方針 
引き続き利用者の利便性や満足度の向上を図っていく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件 名  第８期介護保険事業計画における介護保険料について 

所 管 部 課  福祉部高齢者施策推進室介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度からの３年間を計画期間とする第８期介護保険事業計画に

おける保険料について、下記のとおり足立区地域保健福祉推進協議会会

長から答申があったので報告する。 

 

１ 第８期介護保険事業計画における保険料の答申について 

 

（１） 第８期介護保険料基準額の設定について（別紙１参照） 

月額６，７６０円 

 

（２） 第８期介護保険料の多段階化について（別紙２参照） 

 

２ 中間報告から答申案への保険料算定への影響事項について 

 

中間報告の保険料基準額 約７，０７０円～約７，２７０円 

 

（１）介護報酬改定 ※ 以下、【 】内は保険料基準額への影響額 

改定率＋０．７％【＋４６円】 

 

（２）介護保険制度の改正 

 

ア 高額介護サービス費の自己負担上限額の引き上げ【▲６円】 

 影響額 

中間報告 － 

最終報告 ▲１億５千９百万円 

 

イ 負担限度額認定【▲４６円】 

①資産要件の基準額の見直し 

 影響額 

中間報告 － 

最終報告 ▲４億７千万円 

②ショートステイ及び施設での食費の自己負担額の見直し 

 影響額 

中間報告 － 

最終報告 ▲７億円 

 

5



 
 

（３）介護保険給付準備基金取崩額【▲１７０円】 

 変更内容 

中間報告 ３０億円 

最終報告 ４０億円 

 

（４）介護保険料収納率の精査【▲３５円】 

 変更内容 

中間報告 ９７．０％ 

最終報告 ９７．５％ 

 

（５）調整交付金に関する係数の変更【▲６５円】 

 

第 1号保険料の基準所得金額及び所得段階別加入割合、後期高齢 

  者加入割合補正係数を算出するための係数が確定（変更）した旨、 

国から事務連絡があり、「見える化」システムに反映された。 

 変更内容（交付割合） 

中間報告 

令和３年度 ５．３１％ 

令和４年度 ５．７０％ 

令和５年度 ５．９２％ 

最終報告 

令和３年度 ５．４４％ 

令和４年度 ５．９１％ 

令和５年度 ６．１７％ 

 

（６）総事業費等の推計の精査【▲２９円】 

 変更内容 

中間報告 １，９９０億円 

最終報告 １，９８２億円 

 

 

問題点・ 

今後の方針 

足立区地域保健福祉推進協議会会長からの第８期介護保険事業計画に

おける介護保険料の答申に基づき、足立区介護保険条例を一部改正する条

例（案）を令和３年第１回定例会に提出する。 
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２足福介発第４２８１号 

令和３年２月１２日 

 

足立区長 

近藤 弥生 様 

 

足立区地域保健福祉推進協議会 

会 長  菱沼 幹男 

 

 

第８期介護保険事業計画における保険料の答申について 

 

 令和２年７月２９日付、２足福介発第１６９３号をもって諮問のあった件について、令

和３年２月３日に開催された介護保険・障がい福祉専門部会における審議の結果を踏ま

え、慎重に審議した結果、下記のとおり結論を得たので答申する。 

 

 

記 

 

 

１ 介護保険料基準額の設定について 

 

第８期介護保険事業計画における第１号被保険者の保険料基準額は、 

「月額 6,760円」と設定する。 

 

 

２ 介護保険料の段階及び保険料率について 

 

  別紙のとおり 

 

別紙１ 
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答申案別紙

第8期介護保険料の段階及び料率の変更について
第8期介護保険事業計画における第１号被保険者保険料の段階及び料率は、下表のとおり設定する。

第７期保険料負担段階 第８期保険料負担段階

段階新設

段階新設

段階新設

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

合計所得金額変更

第７段階から第９段階の基準所得金額については、国の介護保険法施行規則改正に伴い変更する。

別紙２

3.50 23,660

第16段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
２，０００万円以上２，５００万円未満 4.00 27,040

区　分 段　　　　　階 区　分 段　　　　　階

第15段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１，５００万円以上２，０００万円未満

第１段階
本人及び世帯全員が区民税非課税で、本人の課税年金収入額とそ
の他の合計所得金額の合計が８０万円以下
生活保護受給者または、老齢福祉年金受給者で区民税世帯非課税

収入・預貯金等で判定 0.30 1,980

保険料率
月額
保険料

保険料率
月額
保険料

第17段階 本人が区民税課税で本人の合計所得金額が２，５００万円以上 4.50 30,420

9,550

9,220

1,980

第９段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
３００万円以上４００万円未満

第８段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
２００万円以上３００万円未満

第１段階
本人及び世帯全員が区民税非課税で、本人の課税年金収入額とそ
の他の合計所得金額の合計が８０万円以下
生活保護受給者または、老齢福祉年金受給者で区民税世帯非課税

1.45

1.40

0.30

第２段階
特例軽減Ｂ

第３段階
特例軽減Ｃ

第２段階

第３段階
特例軽減Ｂ

第７段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１２０万円以上２００万円未満

1.21

第６段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１２０万円未満

1.08

0.30 2,030

本人及び世帯全員が区民税非課税で本人の課税年金収入額とその
他の合計所得金額の合計が１２０万円以下

0.50

収入・預貯金等で判定 0.30 2,030

3,380

第２段階
特例軽減Ｂ

本人及び世帯全員が区民税非課税で本人の課税年金収入額とその
他の合計所得金額の合計が１２０万円以下

0.50 3,290 第２段階

収入・預貯金等で判定 0.50 3,290 収入・預貯金等で判定 0.50 3,380

第３段階
特例軽減Ｃ

0.30収入・預貯金等で判定 0.30 1,980 収入・預貯金等で判定 2,030

第３段階
特例軽減Ｂ

第３段階 本人及び世帯全員が区民税非課税 0.70 4,610 第３段階 本人及び世帯全員が区民税非課税 0.70 4,740

0.87 5,890第４段階
本人が区民税非課税（世帯に区民税課税者がいる場合）で本人の
課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が８０万円以下

0.87 5,730 第４段階
本人が区民税非課税（世帯に区民税課税者がいる場合）で本人の
課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が８０万円以下

第５段階
(基準額）

本人が区民税非課税（世帯に区民税課税者がいる場合） 1.00 6,580
第５段階
(基準額）

本人が区民税非課税（世帯に区民税課税者がいる場合） 1.00 6,760

7,970 第７段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１２０万円以上２１０万円未満

8,180

7,310

第８段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
２１０万円以上３２０万円未満

1.40 9,470

1.21

7,110 第６段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１２０万円未満

1.08

1.45 9,810第９段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
３２０万円以上４００万円未満

1.60 10,820第10段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
４００万円以上６００万円未満

1.49 9,810 第10段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
４００万円以上５００万円未満

第11段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
６００万円以上８００万円未満

1.80 11,850 第11段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
５００万円以上７００万円未満

1.80 12,170

16,900

13,520第12段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
８００万円以上１，２００万円未満 2.00 13,160 第12段階

本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
７００万円以上９００万円未満 2.00

2.50第13段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１，２００万円以上１，８００万円未満 2.30 15,140 第13段階

本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
９００万円以上１，２００万円未満

3.00 20,280第14段階 本人が区民税課税で本人の合計所得金額が１，８００万円以上 2.70 17,770 第14段階
本人が区民税課税で本人の合計所得金額が
１，２００万円以上１，５００万円未満
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件 名  
足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（中間報告）へのパ

ブリックコメントに対する区の考え方について 

所 管 部 課  福祉部高齢者施策推進室高齢福祉課、地域包括ケア推進課、介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（中間報告）の

パブリックコメントに対する区の考え方を、下記のとおり報告する。 

１ パブリックコメントの実施結果 

（１）実施期間 

令和２年１０月１６日（金）～１１月１６日（月） 

（２）実施結果 

意見提出数 ７１０件（個人４３８名、法人２団体） 

 

※ 平成２９年度 意見提出数 ６０３件（個人４０１名） 

（３）意見･要望等 

ア 内訳 

NO 内訳 件数 
前回 

（平成２９年度） 

1 介護保険料について ４２０件 ２６４件 

2 
介護サービスの利用者
負担について 

１３件 １２３件 

3 施設整備について １５件 １００件 

4 介護人材確保について ２２件 ２２件 

5 介護報酬改定について ７件 ２８件 

6 その他 ２３３件 ６６件 

 合   計 ７１０件 ６０３件 

２ パブリックコメントに対する区の考え方について 

 別添資料「足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（中 

間報告）についてのパブリックコメントに対する区の考え方につい 
て」参照 

 

問題点・ 

今後の方針 

パブリックコメントにおける区民の意見を参考にし、高齢者保健福祉計

画・第８期介護保険事業計画を策定する。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件 名  
足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画（案）の策定につい

て 

所 管 部 課  福祉部高齢者施策推進室高齢福祉課、地域包括ケア推進課、介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年９月にまとめた「足立区高齢者保健福祉計画・第８期介護保 

険事業計画 令和３年度～令和５年度 中間報告」について、公聴会や 

パブリックコメントで寄せられた意見を踏まえ、別添資料「足立区高齢 

者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画 令和３年度～令和５年度 

（案）」のとおり計画案を策定したので報告する。 

１ 主な内容 

 第１章 計画の概要 

     計画策定の目的、計画の位置づけ、計画期間等を説明する。 

 第２章 前期（第７期）計画の成果 

     第７期における事業の成果を総括し説明する。 

 第３章 地域包括ケアシステムビジョンについて 

     地域包括ケアシステムビジョンの体系図を説明する。 

 第４章 地域包括ケアシステムビジョンの各柱で取り組む事業 

      地域包括ケアシステムビジョンの１８本の柱ごとの目指す

べき姿、成果指標、注力する視点、関連する事業等について

説明する。 

 第５章 第８期介護保険事業計画 

１ 介護保険事業の現状と推計 

２ 介護給付費の適正化 

３ 介護保険制度の主な改正点 

４ 介護保険料の算出 

５ 自立支援・重度化防止等に関する取り組み 

２ 第８期介護保険料基準額の設定案  月額６，７６０円 

３ 区民への周知 

（１）あだち広報「介護保険特集号」発行 令和３年３月３０日（予定） 

（２）「高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」を区ホーム 

ページに掲載 

問題点・ 

今後の方針 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件   名 足立区第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画（案）の策定について 

所管部課名 福祉部障がい福祉推進室障がい福祉課 衛生部中央本町地域・保健総合支援課 

内   容 

令和２年１１月にまとめた「足立区第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉

計画（令和３年度から令和５年度）素案」について、パブリックコメントや関係団

体等ヒアリングで寄せられた意見（別添資料「足立区第６期障がい福祉計画・第２

期障がい児福祉計画素案」に対するパブリックコメントの実施結果及び意見に対す

る区の考え方）を踏まえ、別添資料「足立区第６期障がい福祉計画・足立区第２期

障がい児福祉計画（案）」のとおり計画案を策定したので報告する。 

１ 主な内容 

第１章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画の位置づけ 

計画策定の目的と背景、計画期間、位置づけを説明する。 

第２章 計画策定にあたっての基本的な考え方 

国が示す成果目標と、それに対する区の考え方を示す。 

第３章 足立区第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 

国基本指針に基づく区の成果目標を設定し、目標達成のためのサービス

体系とサービス見込量確保のための方策を示す。 

第４章 足立区障がい者計画の進捗状況 

平成３０年３月に策定した計画の成果目標および活動指標の進捗状況を

確認し、今後の取り組み方針を示す。 

第５章 資料 

障がい関連手帳所持者数の推移と計画策定経過 

２ 本計画案の特徴 

（１）計画策定にあたって、初めて、①障がい者 ②障がい児の保護者 ③サービス

事業所 を対象としたアンケート調査を実施し、サービス見込量及びサービス確

保のための方策に当事者の意向を反映させた。 

（２）国から示された計画策定上の基本方針にもとづき、前期計画の成果目標に 

①相談支援体制の充実・強化 ②障害福祉サービス等の質の向上 の項目を追加した。 

３ 区民への周知 

（１）「足立区第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」を区ホームページ

に掲載 

 

問 題 点 

今後の方針 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年３月１２日 

件   名 足立区生活保護適正実施協議会への諮問について 

所管部課名 福祉部足立福祉事務所生活保護指導課 

内   容 

令和２年１１月に生活保護廃止処分の取り消しを行ったことを踏ま

え、足立区生活保護適正実施協議会条例第２条の規定に基づき、足立区

生活保護適正実施協議会（以下「協議会」という。）へ諮問したので報告

する。 

１ 諮問理由 

不十分な調査をもって早計に失踪と判断し、生活保護を廃止したこ

とで、安心して生活できる環境を損なわせてしまった事案が発生した。 

最後のセーフティネットである生活保護制度の適正な運用ととも

に、一人ひとりに寄り添う姿勢で業務を遂行していくため、再発防止

に関し、現在実施している取り組みの効果検証に加え、専門的知見に

基づくご提言等をいただくため諮問した。 

２ 諮問事項 

生活保護廃止処分の取り消しに伴う、再発防止策について 

３ 生活保護廃止処分の取り消し概要 

（１）都内のホテルで生活する生活保護受給者が失踪したとして生活保

護を廃止した。 

（２）支援団体等から生活保護廃止の取り消しを求める「抗議及び要請

書」を受理した。 

（３）改めて区として検討した結果、失踪の調査が不十分だったとの判

断に至り、生活保護廃止処分を取り消した。 

４ 現在実施している再発防止の取り組み 

（１）住所不定者の生活保護廃止について改めて確認チェック表を作成

し、必要な調査を徹底する。 

（２）今後、判断が難しい場合は課内で検討会議を開催してから決定す

る。 

（３）足立福祉事務所内で今回の事例を共有し、再発防止に向け全６課

の福祉課総合相談係及び保護係の職員を対象に研修を行う。 

 

12



５ 専門部会委員等 

協議会に専門部会を設置して検討を進める。 

（１）委員 

市村 智（協議会委員／足立区民生・児童委員協議会会長） 

五十畑 亜紀子（同上／東京八丁堀法律事務所弁護士） 

※ ほか１名を選定中 

（２）アドバイザー 

宮﨑 十三（元足立区民生・児童委員協議会会長） 

岡部 卓（明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科専任教授） 

朝烏 久夫（自立支援センター墨田寮寮長） 

６ 今後のスケジュール（予定） 

令和３年３月～７月 専門部会開催（３回程度） 

       ８月 協議会開催（専門部会報告、答申検討） 

       ９月 答申書受理 

 

問 題 点 

今後の方針 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を図りながら、円滑に専

門部会を開催していく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 
令和３年３月１２日 

件  名 
【追加】令和３年度足立区社会福祉協議会の収支予算及び重点的な取組みにつ

いて 

所管部課 足立区社会福祉協議会 

内  容 

足立区社会福祉協議会の令和３年度収支予算並びに重点的な取組みについ

て、以下のとおり報告する。 
 
１ 収支予算                  （単位：千円）  

 令和２年度 

予算額（Ａ） 

令和３年度 

予算額（Ｂ） 

増減 

（Ｂ-Ａ） 

法
人
全
体 

前期末支払資金 80,403 99,292 18,889 

収入合計 1,089,968 1,063,229 △26,739 

支出合計 1,089,968 1,063,229 △26,739 

当期末支払資金 80,403 99,292 18,889 
 
（詳細は別添資料「令和３年度公社事業概要・収支予算説明書」、「令和３

年度予算編成のあらまし」、「令和３年度事業計画及び収支予算書」参照） 

 

２ 重点的な取組み 

（１）地域包括ケアシステムと連動した地域の連携づくり 

① オンライン等による各種講座を実施等し、地域で活動する地域人 

  材を育成する。 

② 区内２５か所の地域包括支援センターに配置される第２層地域支 

  え合い推進員と連携し、地域ケア会議等で地域課題を集約し課題 

解決に関わるサービスの創出と居場所づくりを支援する。 

③ 地域包括支援センターのブロック単位毎に住民参加による連携強 

  化を図るため、地域団体や社会福祉法人連絡会等とのネットワー 

クの構築を強化する。 

（２）災害時における支援体制づくり 

① 災害ボランティア活動支援のため、災害ボランティアセンターネッ 

トワーク会議への参加、登録災害ボランティアの育成・拡大を図 

る。 

（３）子どもの貧困対策としての居場所づくり 

① 子どもの学習、遊び、交流の場を確保し、多様な居場所づくりを 

  推進するため、学生ボランティアを中心にサロンを開催するとと 

もにプログラムの開発等を検討する。 

（４）必要な情報が発信・共有できる仕組みづくり 

① 研修参加による社協職員の広報能力育成、区民リポーター（地域 

ささえあいリポーター）を養成し、地域情報の発信力を強化する。 

併せて区内社会福祉法人の地域公益活動等の情報を広く発信する。 
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問題点・ 

今後の方針 

事業計画（案）並びに収支予算（案）の付議を予定していた足立区社会福

祉協議会理事会及び評議員会については、新型コロナウイルス感染症予防の

観点から中止とし、社会福祉法人足立区社会福祉協議会定款第２８条の２及

び第１４条の４に基づき、全員の同意を得ることで「決議の省略」とするこ

ととした。 
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